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令和６年度における荷主と物流事業者との取引に関する調査結果及び 

優越的地位の濫用事案の処理状況について 

 

令和７年６月 24 日 

公正取引委員 会 

 

公正取引委員会は、荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫用を効果

的に規制する観点から、独占禁止法に基づき「特定荷主が物品の運送又は保管を

委託する場合の特定の不公正な取引方法」（平成16年公正取引委員会告示第１号。

以下「物流特殊指定」という。）を指定し、その遵守状況及び荷主と物流事業者

との取引状況を把握するため、荷主と物流事業者との取引の公正化に向けた調

査を継続的に行っている。 

また、「優越的地位濫用事件タスクフォース」（以下「優越タスクフォース」と

いう。）（注）においては、上記の調査で物流事業者から寄せられた荷主の行為に関

する情報も活用して荷主と物流事業者との取引に関する優越的地位の濫用事案

を処理している。 

令和６年度における荷主と物流事業者との取引に関する調査結果及び優越的

地位の濫用事案の処理状況は以下のとおりである。 

（注）審査局内に設置した優越タスクフォースにおいては、優越的地位の濫用行為に係る全

国から寄せられる情報及び自ら収集した情報に基づいて、一元的に当該行為の類型に特

化した調査を行うことで事例の蓄積や処理方法の向上を図り、これらを積極的に活用す

ることにより、優越的地位の濫用事案を効率的に処理できるようにしている。 

 

第１ 荷主と物流事業者との取引に関する調査結果 

１ 調査の方法 

令和６年度においては、次表のとおり、荷主と物流事業者との物品の運送

又は保管に係る継続的な取引を対象として、荷主及び物流事業者向けの調

査（注）を実施した。また、その結果を踏まえ、現下の労務費、原材料価格、

エネルギーコスト等のコスト上昇分の取引価格への反映の必要性について

協議をすることなく取引価格を据え置く行為等が疑われる事案に関して、

荷主 100 名に対する立入調査を実施した。 

（注）令和６年度の調査では、「不当な給付内容の変更及びやり直し」に係る質問とは別

に、「荷待ち」（荷主と物流事業者との間で出発時間・到着時間を取り決めていたに

もかかわらず、荷主の都合で出発時間・到着時間が変更され、物流事業者に待機時
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間が発生すること。）に係る質問を設けた。荷待ちによって、物流事業者に運転手の

人件費、待機時間料等の追加費用が生じたにもかかわらず、荷主が当該費用を負担

しない場合に独占禁止法上問題となる。 

 

【調査の概要】 

 荷主向け 物流事業者向け 

調査対象事業者 30,000 名 40,000 名 

回収数 15,159 名 12,592 名 

回収率 50.5％ 31.5％ 

調査票発送日 令和６年 10 月 18 日 令和７年１月 31 日 

回答期限 令和６年 11 月 25 日 令和７年２月 21 日 

調査対象期間 
令和５年９月１日 

～令和６年９月 30日 

令和６年１月１日 

～同年 12月 31 日 

 

２ 注意喚起文書の送付 

調査の結果を踏まえ、独占禁止法上の問題につながるおそれのある行為

を行った荷主 646 名に対し、具体的な懸念事項を明示した注意喚起文書を

送付した。 

注意喚起文書を送付した荷主の上位３業種は、「協同組合」（注）、「飲食料品

卸売業」、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」の順であった。 

また、問題につながるおそれのある行為についての回答を行為類型別に

みると、「不当な給付内容の変更及びやり直し」、「代金の支払遅延」、「買い

たたき」の順に多かった。 

（注）主に農産物、林産物及び水産物の販売事業等を営む協同組合 

 

（１）注意喚起文書を送付した荷主の業種別内訳 

業種名（注） 荷主数 割合 

製造業 

(大分類) 

 303 名 46.9％ 

食料品製造業  49 名  7.6％ 

化学工業  39 名  6.0％ 

金属製品製造業  24 名  3.7％ 

プラスチック製品製造業  22 名  3.4％ 

鉄鋼業  20 名  3.1％ 

その他 149 名  23.1％ 

卸売業、 

小売業 

(大分類) 

 216 名 33.4％ 

飲食料品卸売業  66 名  10.2％ 

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業  53 名  8.2％ 

その他の卸売業  39 名  6.0％ 
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業種名（注） 荷主数 割合 

機械器具卸売業  31 名  4.8％ 

その他  27 名  4.2％ 

  127 名 19.7％ 

その他 
協同組合  70 名 10.8％ 

その他  57 名  8.8％ 

合計 646 名 100％ 

（注）業種名は、日本標準産業分類（令和５年７月告示 総務省）による。割合は、

小数点以下第２位を四捨五入しているため、大分類ベースの割合とその内訳の

和は必ずしも一致しない。 

 

（２）注意喚起文書を送付した荷主の行為類型別内訳 

行為類型 件数（注１） 割合 

不当な給付内容の変更及びやり直し（注２） 399 件 53.4％ 

 （うち、荷待ちに関するもの） （372 件） （49.8％） 

代金の支払遅延 118 件 15.8％ 

買いたたき  96 件 12.9％ 

不当な経済上の利益の提供要請  59 件  7.9％ 

代金の減額  44 件  5.9％ 

割引困難手形の交付  25 件  3.3％ 

その他   6 件  0.8％ 

合計 747 件  100％ 

（注１）複数の行為類型で注意喚起文書の送付を受けた荷主が存在するため、合計

の件数は前記（１）の荷主数 646 名とは一致しない。 

（注２）同一回答者が、荷待ちとともに、荷待ち以外の不当な給付内容（積載数量、

発着地、集貨日等）の変更及びやり直しに該当しているものがある。 

 

３ 独占禁止法上の問題につながるおそれのある主な事例 

主な事例は以下のとおり（括弧内は荷主の業種）。 

（１）不当な給付内容の変更及びやり直し 

・ 荷主Ａは、物流事業者に対し、定期便として発注した運送業務を集配

送当日にキャンセルしたが、そのような突然のキャンセルに伴い物流

事業者が負担した車両の手配に要した費用を支払わなかった。（飲食料

品卸売業） 

・ 荷主Ｂは、物流事業者に対し、自組合の選果場から自組合の小売店舗

までの農作物の運送を委託しているところ、当該物流事業者との間で

あらかじめ取り決めていた出発時間について、選果場における突然の

設備故障のため一方的に遅らせる変更をしたが、その変更に伴い物流

事業者が負担した追加費用（待機中の運転手の人件費等）を支払わなか
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った。（協同組合） 

・ 荷主Ｃは、物流事業者との間で、積込時間を朝からと取り決めていた

にもかかわらず、実際には自社の都合で、到着時間を変更しないまま積

込時間を昼からに変更したが、その変更に伴い物流事業者が負担した

追加費用（待機中の運転手の人件費、到着時刻に間に合わせるために利

用した高速道路通行料等）を支払わなかった。（建築材料、鉱物・金属

材料等卸売業） 

 

（２）代金の支払遅延 

・ 荷主Ｄは、物流事業者に対し、自社の事務処理が間に合わないことを

理由に、あらかじめ定めた支払期日を超過して運賃を支払った。（飲食

料品小売業） 

・ 荷主Ｅは、物流事業者に対し、自社の担当者が経理部門に請求書の回

付を失念していたことを理由に、あらかじめ定めた支払期日を超過し

て運賃を支払った。（総合工事業） 

 

（３）買いたたき 

・ 荷主Ｆは、物流事業者から、それまで無償で提供させていた附帯業務

の料金が上乗せされた見積書を受け取ったにもかかわらず、理由を一

切説明することなく、運賃を一方的に据え置いた。（機械器具卸売業） 

・ 荷主Ｇは、物流事業者に対し、自社工場から自社が運営する飲食店舗

までの食材等の運送を委託しているところ、労務費等のコスト上昇局

面にあることを認識しながら、物流事業者から、運賃の引上げを要請さ

れなかったため、労務費等のコスト上昇分の反映の必要性について、価

格交渉の場において明示的に協議することなく運賃を据え置いた。（飲

食店） 

・ 荷主Ｈは、物流事業者に対し、自社の電子部品の保管を委託している

ところ、労務費等のコスト上昇局面にあることを認識しながら、物流事

業者から保管料の引上げを要請されなかったため、エネルギーコスト

等のコスト上昇分の反映の必要性について、価格交渉の場において明

示的に協議することなく保管料を据え置いた。（機械器具卸売業） 

 

（４）不当な経済上の利益の提供要請 

・ 荷主Ｉは、物流事業者に対し、契約では、運送の委託しかしていない

にもかかわらず、運送した荷物の荷卸し、検品及び棚入れを無償で行わ

せた。（その他の卸売業） 

・ 荷主Ｊは、物流事業者に対し、自社工場で用いる機械部品を海外事業

者から購入するに当たり、当該部品の荷揚げ港から自社工場までの運
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送を委託しているところ、当該運送業務に附帯して輸入通関業務を委

託する際の関税・消費税の納付を立て替えさせた。（生産用機械器具製

造業） 

 

（５）代金の減額 

・ 荷主Ｋは、物流事業者に対し、理由を一切説明することなく、あらか

じめ定めた運賃を一方的に減額して支払った。（物品賃貸業） 

・ 荷主Ｌは、物流事業者に対し、「値引き」と称して、あらかじめ定め

た運賃を一方的に減額して支払った。（生産用機械器具製造業） 

 

（６）割引困難な手形の交付 

・ 荷主Ｍは、物流事業者に対し、運賃として手形期間 150 日の約束手

形を交付した。（機械器具卸売業） 

 

（７）物の購入強制・役務の利用強制 

・ 荷主Ｎは、物流事業者に対し、自社が開催する展示会における家具の

運送等の委託をする際に、自社製品を購入させた。（家具・装備品製造

業） 

・ 荷主Ｏは、物流事業者に対し、自社のグループ会社が運営する給油所

で運送車両の燃料を購入させた。（鉱業、採石業、砂利採取業） 

 

第２ 優越タスクフォース等における荷主と物流事業者との取引に関する優越

的地位の濫用事案の処理状況 

１ 処理概況 

令和６年度においては、荷主と物流事業者との取引に関する優越的地位

の濫用事案について、１件の法的措置（橋本総業株式会社に対する確約計画

の認定）、１件の警告（株式会社イトーキに対する警告）、29 件の注意を行

った。 

 

２ 法的措置（令和６年 12 月 12 日 確約計画の認定） 

公正取引委員会は、橋本総業株式会社に対し、橋本総業株式会社の下記の

物流事業者（注）に対する行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるもの

として、確約手続通知を行ったところ、同社から確約計画の認定申請があり、

当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に適合すると認め、当該計画を

認定した。 

橋本総業株式会社は、遅くとも平成 29年７月以降、物流事業者に対して、

①物流事業者の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず、あらかじめ定

めた代金の額から「お支払割戻金」と称して、当該額に一定率を乗じて得た

額を減じている、②長時間の運送業務について、同種又は類似の内容の運送
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業務に対し通常支払われる額に比し著しく低い額となる運賃で委託してい

る、③物流事業者に対する委託内容に含まれていない特定の附帯作業（積込

み、取卸し等）について、あらかじめ物流事業者との間で取引の条件を取り

決めることなく、無償で行わせている等の行為を行っている。 

（注）物流特殊指定の備考第２項に規定する特定物流事業者に該当する事業者をいう。 

 

３ 警告（令和６年 11 月 28 日） 

株式会社イトーキは、オフィス家具の運送、搬入、組立て、据付け及び搬

出の業務（以下「本件運送業務」という。）を委託する物流事業者（注１）に対

して、 

（１）時間外費（注２）の対象を納品場所での業務に要した時間に限ることによ

り、納品場所以外での業務 

（２）本件運送業務に係る特定の附帯業務（注３） 

を無償で行わせている疑いがある。 

（注１）物流特殊指定の備考第２項に規定する特定物流事業者に該当する事業者をいう。 

（注２）基礎作業時間を超えて行われた業務に支払われる加算額をいう。 

（注３）物流事業者が、オフィス家具を車両に積み込む業務及びオフィス家具の梱包材

等の残材を引き渡す業務をいう。 

 

４ 注意 

優越的地位の濫用につながるおそれがあるとして 29 件の注意を行った。 

注意対象となった業種をみると、協同組合（注１）（４件）、建築材料、鉱物・

金属材料等卸売業（４件）、道路貨物運送業（３件）、物品賃貸業（３件）、

生産用機械器具製造業（３件）、倉庫業（２件）、飲食料品卸売業（２件）な

どとなっている。 

また、注意対象となった行為類型をみると、「買いたたき」が 57 件（注２）

中 22件と最も多く、次いで「不当な給付内容の変更及びやり直し」が 15件、

「不当な経済上の利益の提供要請」及び「代金の減額」が各７件となってい

る（具体的な事例は、「令和６年度における独占禁止法違反事件の処理状況

について」（令和７年５月１日公表）の別添 1参照）。 

（注１）農産物の販売事業等を営む協同組合 

（注２）一つの事案において複数の行為類型について注意を行っている場合があるため、

注意件数（29件）と行為類型の内訳の合計数（57件）とは一致しない。 

 

第３ 今後の取組 

公正取引委員会は、今回の調査結果について、関係省庁及び関係団体を通

じて周知徹底を図り、違反行為の未然防止に向けた取組を進めていく。 

                                                   
1 https://www.jftc.go.jp/file/5/1b.pdf 



 

7 
 

また、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正

する法律（令和７年法律第 41 号）による改正（令和８年１月１日から施行）

後の下請法（以下「中小受託取引適正化法」2という。）の対象取引に特定運

送委託が追加されることとなることを踏まえ、公正取引委員会は、今後も、

荷主と物流事業者との取引に関する実態把握に努めるとともに、独占禁止

法上の優越的地位の濫用や中小受託取引適正化法の禁止行為に当たり得る

具体的な事案に接した場合には、これらの法律に基づき厳正かつ機動的に

対処していく。 

                                                   
2 正式名称は、「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関

する法律」（昭和 31年法律第 120 号）となる。 


